
三沢市生活支援・介護予防体制整備推進協議会設置要綱 

（平成２９年２月３日制定） 

 

（設置） 

第１条 介護予防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図るための指針（平成２７

年厚生労働省告示第１９６号。以下「指針」という。）第４、及び三沢市生活支援・介護予

防体制整備事業実施要綱（平成２８年２月３日制定、以下「実施要綱」という。）第５条に

規定する協議体として三沢市生活支援・介護予防体制整備推進協議会（以下「推進協議会」

という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 推進協議会は，次に掲げる事務を所掌する。 

（１）地域の生活支援・介護予防サービス（以下「生活支援等サービス」という。）の体制

整備に関する情報の共有及び連携の強化に関すること。 

（２）地域に必要とされる生活支援等サービスの創出及び当該サービスの提供体制の構築に

関すること。 

（３）指針第４及び実施要綱第４条に規定する生活支援コーディネーター（地域支えあい推

進員）に関すること。 

（４）その他、生活支援等サービスに関すること。 

（組織） 

第３条 推進協議会は、委員１５名以内で組織し、次に掲げる組織、団体から推薦された者の

うちから市長が委嘱する。 

（１）三沢市社会福祉協議会 

（２）三沢市連合町内会 

（３）三沢市老人クラブ連合会 

（４）三沢市民生委員児童委員連絡協議会 

（５）三沢市保健協力会 

（６）三沢市食生活改善推進員会 

（７）三沢市ボランティア連絡協議会 

（８）三沢市シルバー人材センター 

（９）三沢市地域包括支援センター 

（10）三沢市在宅介護支援センター 

（11）その他市長が必要と認める者 

２ 委員は、推進協議会の会議に出席できないときは、当該委員の所属する組織、団体等の職

員を代理者として出席させることができる。 

（任期） 

第４条 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 



(会長及び副会長) 

第５条 推進協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、推進協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

（会議） 

第６条 推進協議会の会議は会長が招集し、会長は会議の議長となる。 

（意見の聴取等） 

第７条 会長は、会議の運営上必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、

その意見を聴き、又は委員以外の者に対し、資料の提出を求めることができる。 

（守秘義務） 

第８条 推進協議会の委員（第３条第２項に規定する代理者を含む。）は、職務上知り得た秘

密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（庶務） 

第９条 推進協議会の庶務は、三沢市福祉部介護福祉課において処理する。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、事業実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年２月３日から施行する。 


